













































































































































































































































































































県職員 小教員 高校教員 高校生 教養 教育 教育OB 地学受講 スマトラ後
調査年 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2005
調査人数 12 24 25 78 87 44 33 37 53
有効回答人数 11 24 25 78 86 44 33 22 40
0点 45 42 40 45 76 75 58 14 35
1点 9 17 4 10 9 7 30 5 13
2点 36 25 12 26 13 7 12 23 18
3点 9 17 44 19 2 11 0 59 35
合計 99 101 100 100 100 100 100 101 101
2点以上 45.5 41.6 56 45 15 18 12 81.2 52.5























































調査年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2011理 2012
受講生数 44 53 67 87 107 31 139 119 98 107
有効回答人数 44 40 59 83 86 29 125 112 91 100
0点％ 75 35 39 34 35 28 31 8 15 33
1点％ 7 13 8 20 20 28 29 20 8 17
2点％ 7 18 29 34 31 17 35 52 60 26
3点％ 11 35 24 12 14 27 5 21 17 24
2点以上％ 18 52.5 53 46 45 45 40 72 77 50

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































回答者 56人 9 11 14 11 11














































































































































































































避難場所の確保 地震の当事者意識 市民に浸透 1
身の回りでの避難経路を知る 1
あらゆる可能性を視野に入れた災害対策 1
















回答者 48人 16 3 12 12 1 4
％ 33.3 6.3 25 25 2.1 8.3
（2）なぜ諦めの境地に達するのか
今回の津波災害の受け止め方調査では，諦めるあ
るいは無力感があるとする意見が多かった。広瀬
（2004）によれば，「災害の大小」と「事象を制御
できる可能性」を軸とするマトリックスを考えると，
災害が大きく，事象を制御出来ない時，人は諦める
とされる。津波警報の津波高がはずれて被害が甚大
になり，堤防が破壊され，鉄筋コンクリートビルが
横倒しになっている様は，日本の科学技術力をもっ
てしても制御できないことを示しており，諦めを招
いたものと考えられる。また内容分類で「怖さ」や
「実感できない」とするグループも，ビルや堤防の
倒壊などを，身近なビルなどから類推できるので，
そのように感じたものであろう。
（3）社会の問題点に気づく
今回のいずれの調査においても，学校教育を含め
たこれまでの防災のあり方に批判的な意見が出てき
ていることが注目される。すなわち，表3から6
における「考え方意識」，表8の「主体性」および
表9の「想定にとらわれない」などに分類される
意見である。
地震から半年後の11月に調査をおこなった理科
教育法中Ⅱのグループは，断片的な報道しかなかっ
た頃の5月調査のグループよりも，マスメディア
やソーシャルメディアを通して理不尽なことが起き
ていることを知っている。災害時は，日頃の問題点
が顕在化する（椚座，2012）。回答者は，そのよう
な問題が，社会の秩序維持構造維持や既得権益の温
存を目的としてあり方に起因していることに気づい
たのだろう。
社会を変えるには，全員の意見がかわる必要はな
い。リーダーシップをとる人，その人を支援する人
が，全体の何割かいればよい。その意味で，これら
の回答をよせた者が数割いたことは，今後の可能性
を感じさせる。
（4）低頻度大災害からは学べないのか
一般に，低頻度大災害からは学べないとされる
（広瀬，2004）。また低頻度大災害の1つである津
波について，いかに怖いかを説明しても，すなわち
「脅しの教育」（片田，2012b）や「恐怖喚起コミュ
ニケーション」（吉川，2000）をやっても効果はな
いとされる（片田，2012b）。事後解説を聞いてわ
かったつもりは持続しない。
しかしながら，今回のアンケート結果は，映像な
どのメディア情報からも学ぶことを示している。津
波からの生存可能性率調査では，2004年のスマト
ラ沖地震後，前年の18％から52.5％に跳ね上がっ
たが，その後，徐々に下がりつつも2010年で40％
代を保っている。この値は，地震津波の啓発事業が
盛んであった三重県市民（椚座・松井，2005）と
ほぼ同じである。
さらに，東日本大震災の津波映像や被災状況につ
いて記事から，これまでの防災や避難訓練に象徴さ
れる学校文化のあり方に疑問を呈する声が出てきて
いる。津波災害で見えてきた社会のひずみや，個人
と国家，地域，学校などの組織，さらには家族との
関係に目を向けるようになったため，災害を多面的
に他の事象と関連づけることで，記憶が定着しやす
く学びが深くなったものと考えられる。
（5）ソーシャルメディアからの学び
以上のような変化は，携帯電話やネット社会が膨
大な情報を流通するようになってきたことと関係す
ると考えられる。
低頻度大災害からは学べないと考える根拠となっ
た災害は，情報が限られた時代のものである。例え
ば国内では，昭和三陸津波のまとまった被災情報は，
内務省官房の調査結果しかなく（山口，2011），市
民の目に触れるようなものではない。情報は，わず
かに新聞や数少ない雑誌，例えばアサヒグラフ（ア
エラ編集部，2011）によって伝えられた。明治三
陸大津波の頃は，写真が限られ挿絵が使われた。雑
誌は誕生したばかりで，文芸倶楽部増刊号（坪内，
2011）が被災地の様子を伝えている。
しかし，今日のネット社会では，公的な報告書や
様々な地域の新聞情報などだけではなく，被災者や
様々な当事者からの発信，利益相反関係にない専門
家などからの情報を知ることが出来る。従って，映
像からの刺激をきっかけとして，様々な疑問を追求
することで，自分の考えや意識が変容していくと考
えられる。
一方，被災当事者は，災害が甚大であるほど情報
へのアクセスが困難になる。従って，全体観を持っ
て経験から言語化，概念化していくことがむしろ難
しいと考えられる。釜石市では，駅まで津波が押し
寄せたが，駅から数100m山側に住む医師ですら，
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津波災害のことを翌日まで知らなかった（石井，
2011）。南三陸町の半島部泊崎の住民は，最初の救
援が米軍ヘリであり，津波映像を見たのは電気が復
旧した5月であると語っていた。福島でも，原発
の爆発音を聞いていないいわき市などの人々は，爆
発を数日知らず，屋外で給水車を待ち続けたという。
その後は，復旧復興のかけ声に合わせて地域の利害
にかかわる情報が中心になり，全体観を持つ機会と
動機が失われて行ったと考えられる。
現在の日本では，マスメディアは相変わらず記者
クラブ情報を伝えるだけの政府のプロパガンダ機関
であり続けているが，ソーシャルメディアは様々な
情報を発掘し発信し続けている。被災者が直接携帯
電話などで撮影した臨場感のあるオムニバス映像も
多数公開されている。従って，多くの人々は，普段
は関心がなくても，必要な時には，オムニバス映像
で追体験したり，そのような情報に詳しい人に聞い
たりすることで，全体像をつかむのが容易になって
きている。その意味では，現在の日本人は，かつて
の被災当事者以上の複合的な情報を持っている。こ
れらの3.11の情報経験は，具体的問題を抱えた時に
は，先行体験（椚座・櫻井，2008）として適切な
行動や支援を受けられるきっかけになると考えられ
る。
2 神話からの脱却が必要な学校
（1）学生が否定する学校防災
今回の学校防災についてのアンケート調査では，
半数以上が，「津波対応文化」，「教員臨機応変」，
「主体性」として分類されるコメントを書いている。
すなわち避難訓練に代表される学校防災のあり方に
疑問を持つ者が多い。
このような回答傾向は，生存可能性のアンケート
に見られた「怖れ」と「諦め」の意識と対になって
現れたと考えられる。彼らは，長年の学校での避難
訓練経験があり，「怖れ」と「諦め」の感情をもた
らした3.11経験に照らして，避難訓練の無意味さに
象徴される学校文化に疑問をいだいたのであろう。
また今回の回答は，鵜住居小学校と大川小学校を
モデルとした設問に誘導されて，書きながら考えた
可能性もある。アンケートに答えるうちに気づく，
すなわちリフレーミングされる現象は，日常あまり
考えないテーマの時は有効である（椚座ほか，1999）。
今回の設問でこの対比を指摘したことで，かつての
自分の避難訓練経験と結びついて否定的な回答になっ
た可能性が大きい。一方，南海トラフ地震への提言
と設問では比較的常識的な回答が多かった。すなわ
ち北陸地方出身の学生は，三陸から仙台・福島の平
野部への地理的変化と太平洋ベルト地帯の地理的な
対応についての先行体験や知識に乏しく，当事者意
識で考えることが出来なかったと考えられる。
（2）神話の正体を知り脱却する
片田（2012b）は，「避難の三原則」として，「想
定にとらわれるな」，「最善をつくせ」，「率先避難者
たれ」をあげている。想定にとらわれるなについて
は，津波ハザードマップ神話を導入に用いている
（片田，2012a）。率先避難者たれでは，正常性バイ
アス（広瀬，2004）によって，災害情報を無視す
る社会や学校文化の問題を指摘している。
この三原則は，そもそも教員や学校のそのものに
向けられたものであろう。片田の問いかけに反応し
た市町村は釜石市だけであり，釜石市でも教育委員
会トップが号令をかけても，当初，学校現場は津波
ハザードマップを否定する片田に対しては否定的で
あった（片田，2012a）。対策として，片田は，子
どもたちが放課後単独でいた場合，どのような避難
行動をするのかの調査結果を見せることで教員の理
解を得るようにしていった。
津波ハザードマップ神話からの脱却のための方法
の1つは，マップの作られ方を調べることである。
火山ハザードマップが溶岩流の調査など前例に基づ
くことが多いのに対して，津波ハザードマップは，
証拠の地層に乏しく，コンピューターシミュレーショ
ンに基づいてつくられたものが多い。シミュレーショ
ンにどのような地震を想定するかで答えは異なる。
行政の防災工事は，想定地震を決めないと厳密な計
画や予算が作れないので，災害事例のある地元の地
震が想定地震になりやすい。そのため，津波につい
ては，過去最大規模の津波よりも小さめになること
が多い。実際，本研究で用いた湘南地方の鎌倉市で
も，鎌倉大仏本殿まで流された東海地震域の明応東
海地震のような巨大津波を想定していない。大正
12年の関東大震災をもたらした相模湾を震源とす
る関東地震は約200年周期であり次は約100年後で
あり，東海地震の方が先に発生するので，津波につ
いては想定ミスである。ただし，東日本大震災後，
鎌倉市民から鎌倉大仏本殿が流されている過去事実
2011東北地方太平洋沖地震についてのソーシャルメディアから学ぶ津波減災
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を無視した津波ハザードマップはおかしいという声
があがり，2012年5月に暫定修正版が公開され，
鎌倉駅から源頼朝などで知られる鶴ヶ岡八幡宮まで
水没することが示された。
東日本大震災では，宮城県の場合，典型的な津波
地震である明治三陸地震ではなく，1978年の宮城
県沖地震の再来（発生確率99％）を想定していた。
その結果，宮城県だけでなく，岩手県の各自治体の
ハザードマップでは，浸水域は明治三陸地震時の津
波到達範囲よりも小さめであった。
以上のように津波ハザードマップを信用するのは
現実的ではない。実際，津波ハザードマップが出来
ると，受け身側となる行政の防災担当者，消防関係
者，学校関係者は，自分の担当業務範囲が津波浸水
区域かどうかに注目する。浸水区域でなければ，津
波のことは意識からなくなる。一般市民も，自宅が
想定区域にあるかどうかだけを気にする。
特に，行政の防災担当者や学校関係者は，ハザー
ドマップを前提に，災害防止マニュアルを作成した
り，啓発活動を行ったり，さらに避難訓練を実施す
るので，その過程で自らが刷り込まれてしまう。想
定外が十分ありうることを忘れ，とっさの判断に出
てこない。大川小学校の場合も，津波避難所指定で
あることを確認して，教育委員会が求めていた高台
などの二次避難場所の策定を怠っており，そもそも
釜石市と同じ三陸海岸側の学校であるのに，校庭を
一次避難場所，高台を二次避難場所にするというマ
ニュアルの考えに疑問をもたなかったことにも問題
がある。
専門家ほど考えを変えないので（中谷内，2006），
学校管理の専門家である教員は，メディアや専門家，
地域住民が情報や意見を伝えても意識が変わること
は少ない。大川小学校では，地元自治体の広報車が，
小学校前の道路から津波が来ているので避難せよと
呼びかけていたが，教員たちは反応していない。
（3）自立する教員の必要性
椚座・松井（2005）は，同じ三重県の公務員で
も自立性の高い職種ほど津波からの生存可能率が高
いことを示している。表1に示すように，オリジナ
ル情報や啓発事業推進に関係する県職員，および比
較的自由に発想行動する高校教員の生存率が高いが，
組織の秩序維持構造に従順な小学校教員は，津波情
報を確認してから行動するなど避難遅れが目立ち，
最も生存率が低いことが明らかになっている（椚座・
松井，2005）。東日本大震災での津波災害では，あ
らためて「津波てんでんこ」の考え方（山下，2005；
片田，2012a；片田，2012b）が重要であることが
指摘されているが，三重県のデータは，想定にとら
われない自立した避難意識が重要であることを示し
ている。
3 南海トラフ地震に向けての学校改革
（1）経験の一般化，概念化の必要性
すでに述べたように，南海トラフ地震への提言ア
ンケートでは，想定にとらわれない対策や意識づく
りの指摘はあったが，東日本大震災域と南海トラフ
地震の被害想定域の様々な条件の違いに言及したも
のはなかった。
経験から学べないとされる仕組みの1つが，経
験を鵜呑みにして次回に生かそうとしたための失敗
したという例が多いからである。1993年北海道南
西沖地震の時は，1983年日本海中部地震による津
波経験を，震源すなわち到達時間の違いがわからな
いまま使って被害を大きくした。東日本大震災でも，
1960年チリ津波で1階までの浸水で済んだ古老た
ちが，自分たちは生き残ったとして2階から逃げ
なかった例が多い。
従って，経験を役立てるには，地震や津波の科学，
地政学的な条件を踏まえて，条件が異なればどうな
るのかということがわかるように一般化，概念化す
る必要がある。そのような思考実験を一人で行うの
は難しく，そのことは「南海トラフ地震への提言」
アンケート回答の視野の狭さに現れている。学校教
育が担うべきことである。
（2）本時主義からの脱却
しかし学校現場は，そのような能力を育てる教育
や支援する能力に乏しい。地理などで，三陸，リア
ス式海岸，津波と教えるうちに，教える側もそのよ
うに思う可能性がある。それらを正しく学んだ優等
生が教員になれば，同じことを繰り返すだろう。三
陸はリアス式海岸のため津波や津波被害が大きいと
いう神話のために，日本海側，太平洋側平野部の人
の津波意識は低い（山下，2005）。大川小学校の悲
劇は，仙台市や石巻市の平野部から三陸海岸側の学
校に通勤する教員も同様であったことを示唆する。
津波=リアス式海岸のような固定的な知識を教え
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ることに疑問を持たない体質は，指導要領から逸脱
しないことが学校のコンプライアンスであるという
立場では問題視されない。郷原（2009）は，組織
を窒息させるようなコンプラインス社会を思考停止
社会と呼んでいる。この体質は，研究授業を公開す
る時間に単元のピークを持ってくる「本時主義」と
重なると考えられる。すなわち，どの教員も知って
いる内容が，想定どおりに演じられることが評価さ
れるという学校文化が共通している。
思考停止状態や本時主義からの脱却のために，全
ての学校関係者は避難訓練マニュアルやハザードマッ
プづくりをする必要がある。リスク発見とタフチョ
イス（苦渋で妥当な選択）ができるための演習の意
味がある。想定にとらわれない教員になるには，想
定を読み砕く勉強や演習が必要である。全員参加に
より互いの想定の限界と多様性に気づくことが重要
である。実際の災害時には，マニュアルを見る必要
はなく，身に付いた思考法を最大限に活用すればよ
い。
このような学校文化を維持するには，人事異動ご
とに，前任者のマニュアルに頼らず，全員で新規マ
ニュアルづくりと演習を行い，当事者意識を高め，
価値観の共有を計るしかない。
（3）子どもたちに残せること
目の前の子どもたちは，10年もすれば成人にな
り20-30年で社会や地域の中核人材になる。富山県
の子どもでも，将来湘南海岸沿いに住むかもしれな
いし，原発に勤務するかもしれない。教員は，この
ような可能性のある子どもたちに，限られた知識を
覚えさせるのではなく，考え方を身につけさせる教
育をする必要がある。想定外だから大きな災害にな
るのであり，何が重要であるかはその時にならない
とわからないので，価値観や考え方の育成が基本と
なる。
参考となるのが，梅田ほか（1999）の総合的な
学習の研究である。防災問題を扱っているが，価値
観の多様性が生まれた段階で，クラス全体の議論が
短時間集中的に行われており，考え方や価値観を共
有していく過程が観察された。多くの授業で見られ
るクラス全体で共通のテーマを一斉に議論すること
は行われていない。児童は災害に強い街づくりをテー
マに，自分の将来を医者，建築家，看護士，教員，
大工などに見立てて活動し，集中的な議論により，
互いの情報や夢に刺激されあっていることが報告さ
れている。このような教育で育った集団や個人は，
地域を理解しており，復興や減災を考えた事前復興
などで企画力や行動力を示すものと考えられる。
結局，災害列島日本の学校がするべきことは，自
立した個人を育てる教育プログラムを充実させ，実
践していくことである。明治時代からの「寄らしむ
べし，知らしむべからず」を根源にもつ学校文化
（椚座，2004）が否定されることになるが，日本が
市民にとってのよい国になるには避けて通れない道
である。
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